
首相職の世襲化

　日本の安全保障にとって、東南
アジア諸国連合（ASEAN）の動
向が大きな関心事であることは言
うまでもない。中でも、大陸部
ASEAN（タイ、カンボジア、ラ
オス、ミャンマー、ベトナム）が
大陸の大国・中国に近いだけに、
その動向は特に注目されるべきで
あろう。
　今回はフン・セン一族が支配す
るカンボジアを主なテーマにして
みた。８月８日付のプノンペンか
らの共同通信によると、カンボジ
ア総選挙でフン・セン首相の率い
る与党カンボジア人民党が圧勝し、
40年近く首相の座を独占してき
たフン・セン氏の長男、フン・マ
ネット（フン・マナエトとも言
う）が次期首相に指名された。
　新政府の閣僚名簿案によると、
閣僚約40人のうち、10人以上は
フン・セン政権の閣僚や与党有力
者の子弟で占められ、フン・セン
一族とその側近による権力の私物
化が鮮明になっていると言われて

いる。さらに関係筋によると、こ
うした一族による政治の独占的な
構造が、この国の将来にとって最
大の不安材料になっていると言う。
　2023年版「アジア動向年報」
によると、フン・セン首相は、憲
法を改正し、長男のフン・マネッ
ト（国軍副総司令官／陸軍司令
官）への首相職の世襲を確実にす
る道筋を整えたと述べている。こ
れにより、フン・セン親子による
政権支配が長く続くものと見られ
ている。
　一方、カンボジアの国民性から
見てフン・セン一族のさらなる長
期政権が続くのではないかと懸念
されている。長い目で見ると、一
族による政治の独占は、一族の富
の独占にもつながり、再びかつて
のような動乱が再発する危険性を
指摘する専門家もいる。それはま
た、ASEANの団結に不安の種を
蒔くことにもなりかねないと将来
が危惧されている。
　次に、カンボジアと深く関係す
るASEAN、そして中国や日本な
どとの関係を追跡してみよう。中

でも、中国との関係はカンボジア
の加盟するASEANの中立性にも
深く関わる問題を包含しているの
で、ASEANの崩壊にもなりかね
ない問題へ発展する危険性が指摘
されている。

ミャンマーに甘いフン・セン

　現下のASEAN最大の問題は、
2021年の国軍によるクーデター
に端を発するミャンマー問題であ
る。カンボジアは３回目の
ASEAN議長国として、ミャンマ
ー問題に対処してきた。しかし、
それがあまりにも独善的路線にな
りすぎて、インドネシアなど一部
のASEAN諸国から反発される一
幕があった。例えば、カンボジア
が二度目の特使を派遣したにもか
かわらず、ミャンマー軍政は国際
社会からの制止を無視して政治犯
を処刑し、ASEAN議長国として
のカンボジアの面目が潰されてい
る。インドネシアなどは、ミャン
マー問題へのカンボジアの独自路
線に反発してきた。そもそも現在
のインドネシアは、周知のように

スハルト独裁から脱却した国だけ
あって、常日頃からカンボジアの
独裁化に不審の念を抱いている国
でもある。だから、そんな国がミ
ャンマー国軍政権の独裁にどれほ
ど適正に対処することができるか
は初めから疑問視されていた。
　その意味で、カンボジアは
ASEANの中で最初から“要注意
の国”として注視されてきたとも
言える。つまり、一族による独裁
国家カンボジアがミャンマーの軍
事独裁の正常化をどこまで達成で
きるかは、最初から疑問視されて
きたとも言える。
　その上、対外関係においても、
特に中国との関係がASEAN全体
から見て瀬戸際外交的だと見られ
てきた。それはタイ湾に面したシ
ハヌークビルのリアム海軍基地の
あり方の問題である。これは米中
対立の争点にもなったが、米国の
国防総省によると、リアム海軍基
地内に密かに中国軍専用の海軍基
地の建設が進んでいると見られて
いる。カンボジアはその指摘を厳
しくはねのけている。
　しかし、カンボジアと中国との
軍事関係は、中国からの武器輸入、
さらに中国軍との合同軍事演習な
どから、かなり深まっていると見
られている。周知のように、中国
は東シナ海から南シナ海へ軍事進
出し、領海問題をベトナムやフィ
リピンと起こしている。同じ仲間
のASEANの国々が中国と領海問
題を抱えているにもかかわらず、
ASEANの仲間であるはずのカン
ボジアが中国の海軍基地を提供す
ることへの懸念は大きく、場合に

よってはASEANの分裂にもなり
かねないと、大いなる不安が関係
国の間で深まっているようだ。
　状況によっては、隣国ベトナム
やタイとの関係が悪化することさ
え懸念されている。カンボジアの
シハヌークビルに中国の軍艦が入
港し、タイ湾を自由に航行しては、
タイ、ベトナムのみならず、フィ
リピン、マレーシア、インドネシ
アにも大きな危機感を抱かせるこ
とになろう。

シハヌークビルへの危機感

　そういう状況にもかかわらず、
カンボジアは中国との海軍の軍事
行動演習を実施している。ここに
至っては、ASEANの集団安全保
障体制が大きく崩れてしまう恐れ
が出てくる。場合によっては、
ASEANの崩壊にもなりかねない
と言われるほどに危険な状態に達
していると言えるであろう。そう
した中で、日本はシハヌークビル
港新コンテナターミナル拡張事業
（第一期）への過去最大規模の円
借款（約413億9,000万円）供与
に調印している。
　日本は内政不干渉の立場をとっ

ているために、シハヌークビル港
が中国海軍の隠れた基地であろう
がなかろうが、大規模な援助・協
力を実施しているようだが、
ASEAN全体の安全保障体制から
見ると、まさに敵に塩を送ってい
るようなODAであって、一旦緩
急の場合には日本の責任が問われ
る可能性がないとは言えない。
　いずれにしろ、東シナ海、南シ
ナ海の安全保障、さらにASEAN
の集団安全保障体制にも大きな不
安材料を与えたことになる。
ASEANの団結という面では、ミ
ャンマー軍事政権といい、カンボ
ジアの一匹狼的な振る舞いといい、
大きな危機を抱えていると言って
も過言ではない。それはまた、広
くアジア太平洋の安全保障環境に
も重大な影響を与えることにもな
りかねない問題でもある。
　日本から見ると、単なる港湾開
発援助プロジェクトであっても、
それがアジア太平洋の安全保障環
境に多大な悪影響を与えかねない
ということを考えることも大切で
あろう。これはODAに対し安全
保障的視点が求められる重大な課
題とも言える。
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ASEANの危機を招くか
カンボジアのフン・セン一族 802年に成立したカンボジアのクメール（アンコール）王朝は巨大なアンコールワットを建設し大帝国を築く。しかし1431年には

タイ（アユタヤ朝）の侵攻で首都アンコールは陥落する
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他国があって成り立つ国、日本

―物価上昇が止まらない昨今、世

論ではODAに対する批判もあります。

そのような声を見聞きし、率直にど

のように感じていますか。

　不安定な情勢の中、自分たちの
生活の先行きが見えず、税金の使
い方を日本国内に向けるべきでは
ないかという声は理解できる。特
に、その開発途上国にどのような
課題があり、日本が協力すること
で、日本国民にどのような良い影
響があるのかは、直接感じられな
いものが多い。国際協力の分かり
にくい部分でもあり、批判の一因
となっていることは認識している。
　しかし、日本は他国との依存関
係で成り立っている。食料や資源、
最近では労働力なども他国の存在
が不可欠だ。日本企業でも海外展
開し、グローバルに活躍すること
で利益を得ている企業も多い。日
本の社会や経済を考えると、途上
国と日本は不可分である。
　これだけグローバル化が進んだ
現在、一国のみで自分たちの安全

や繁栄、在り方を考えることは不
可能な世界になったと軸を定める
べきだ。先進国と同じやり方で途
上国もエネルギーや資源を使って
成長しようとすると、地球はもた
ないと言われている。途上国がど
んな発展モデルを描くのかは、自
分たちが今後どのような地球環境
の中で生きていくか、自分たちの
ライフスタイルに直結する。こう
した中で、世界の国々と協力し合
うことは当たり前のことだ。
　その理解をより広めたものの一
つが、持続可能な開発目標
（SDGs）だ。世界全体でSDGs
達成を目指すことで、誰もが今よ
りも持続可能な未来があるはずだ
と周知できている。国際協力は道
徳的な活動ではなく、日本の生存
に必要な長期的な投資と言える。

目に見えにくいが効果は大きい

―ODAにより、日本にもたらされ

る利益は何ですか。

　大きく４つある。
　まず、国際社会では「数は力」
というところがある。国連加盟国

193カ国のうち、７割以上が途上
国だ。その国々とは国際協力で強
く結ばれている。特にアフリカ、
中南米はODAを通じた付き合い
が大きい。外交は外からは見えに
くいものだが、国連の非常任理事
国の選出や通商交渉などでは、
ODAを通して日本に信頼がある
ことで、良い関係が築けることが
多々ある。多国間の外交の場で地
位を固める上では、途上国を含め
た諸外国と関係性を維持している
ことが重要だ。
　２点目は、経済効果だ。途上国
が成長し発展すれば、日本企業の
進出の場が広がり、企業活動を支
えてくれる。ODAで支援し日本
企業が進出したタイ東部の臨海地
域は好事例だ。
　３点目は日本のブランド力の強
化だ。実際に途上国を訪れると、
親日の人がとても多い。背景には、
日本が誇るアニメや漫画などの文
化面もあるが、それだけではない。
JICA海外協力隊や専門家などと
関わっていたり、研修で日本に来
たり、実際に日本人と触れ合った

中で、素朴な信頼感が生まれてい
る。協力隊経験者は４万7,000人、
専門家は20万人、研修員は68万
人ほどいる。その地域を良くしよ
うという同じ志を持ち、試行錯誤
の中で相手を理解していくことで
信頼感が醸成される。そうして、
信頼される日本というブランドが
できることは国にとって重要だ。
　４点目は、協力隊や専門家の経
験や知識が日本でも宝であるとい
うことだ。日本は国土が小さいし、
これまでは非常に同質性の高い社
会だった。その中で海外では日本
とは異なる考え方、状況の中で、
どう工夫をして社会や経済を回し
ているのか。外の異なる視点を日
本に持ち帰って生かす意味は大き
い。日本がさまざまな課題に対応
していく今、求められる存在だ。

統合により存在感が増したJICA

―旧JICAと国際協力銀行（旧

JBIC）が統合し、世界でも最大級の

援助機関となった強みとは。

　金額の規模とスキームの多様性
だ。世界の複雑さが増す中、さま
ざまな協力を組み合わせてデザイ
ンできることはJICAの強みだ。
　私は、2008年に地域部でスリ
ランカを担当していた。インフラ
の多くが、日本の支援を長年続け
たものだった。そして、出会う人
も日本で研修を経験した人が多く、
スリランカを支えてきた日本を実
感できた。それは統合して、いろ
いろなスキームが自分たちのメニ
ューにあることのインパクトを物
語っていた。

　もちろん日本一国だけでは
できないことも多く、他ドナ
ーとの協力も必要だ。その時
に今のJICAだと存在感があ
り、一緒に組むメリットを感
じてもらえる。統合により力
が高まったと感じる部分だ。

―JICA内では女性登用をはじめ多

様性の確保が進んでいると聞きます。

その先に目指すものは何ですか。

　社会は、性も宗教も画一でなく
多様性に満ちている。さまざまな
タレント（能力）を確保しようと
したら、多様な人が集まるのが自
然だ。一つの国の中でもいろいろ
な人が集まっている。途上国に向
き合うJICAは、途上国を理解し
て本当に必要とされる協力をする
ために、多様な視点を持つことが
必要だ。しかし、まだまだ無意識
のうちに偏見（バイアス）を持っ
てしまうこともあり課題はある。
関係者が同じ方向性を目指しなが
ら、さまざまなアイデアややり方
が生まれるという組織でありたい。

双方向の対話を深めたい

―JICAの活動に対し国民の理解を

得るために、以前、広報室長として

意識したことはありますか。

　近年、情報へのアクセスの仕方
が多様化している。対象者ごとに
媒体や形態などを考え、メッセー
ジの本質を理解してもらえるよう
努めた。また、ODAの具体的な
姿が見えるよう数字を見せること
も意識した。例えば、小規模園芸
農民組織強化計画（SHEP）では

「2030年までに100万世帯の生計
向上を目指す」ことを目標に掲げ
ている。漠然と農家の収入向上を
目指すと言うよりも力強く伝わる。
　とりわけ力を入れたのは開発教
育支援だ。若いうちから視野を大
きく外に向けてもらうため、教育
現場で、当たり前に世界とつなが
れる開かれた窓をつくりたかった。
JICA海外協力隊員などによる出
前授業のほか、文部科学省や教育
委員会にも働き掛けながら、カリ
キュラムや教科書の中に組み込ん
でもらったり、現場の先生方と効
果的な授業方法について話し合っ
たりした。

―組織全体に責任を持つ理事とし

て、現在の課題をどのように捉えて

いますか。

　課題は受け手との双方向の対話
だ。JICAだけが一方的に情報発
信をするだけでは、ステークホル
ダーの本当の声を捉えられないし
理解も生まれない。現在、SNSな
ど双方向性のテクノロジーはたく
さんあり、もっと対話ができるは
ずだが、なかなか踏み出せていな
い。いろいろな形でのコミュニケ
ーションを強化し、顔が見える関
係性を広げていきたい。

JICAが目指す協力1

 JICA理事   井本 佐智子氏
1993年4月に国際協力事業団（現JICA）に入団。南アジア部南アジア第三
課長、インド事務所次長などを務め、南アジア地域の事業に従事。企画部国
際援助協調企画室長、広報部長を経て2021年10月より現職

円安の進行や物価高などが日本国民の生活を圧迫している。
そうした中、税金を使って行う政府開発援助（ODA）への見方
に厳しさも増す。国際協力の役割や重要性、ODAの実施機関
である国際協力機構（JICA）の展望についてJICA理事の井
本佐智子氏に聞いた。（聞き手：編集部・吉田 実祝）

日本の繁栄に
欠かせない国際協力
多様な人集まるが、方向性は統一された組織へ

「東部臨海地域開発計画」対象地域の一つであるタイ東部チョン
ブリ県のレムチャバン港。隣接する工業団地には日系企業も多数
進出する＝編集部撮影


